
は じ め に

　周知のとおり，人口減少，少子高齢化，経済の低成長，巨額の債務残高と日
本を取り巻く状況は非常に厳しい。一方で，国民医療費はすでに年間 40 兆円
に達している。国民医療費の約 38％ は公費であり，その多くは国債発行によ
って賄われている。財政健全化のためには社会保障給付費の抑制が必要で，財
政制度等審議会，経済財政諮問会議などから繰り返し，「医療費適正化」のた
めの方策が提案されている。
　医療費適正化政策が始まったのは 1980 年代初頭である。以来，医療費の伸
びを国民所得の範囲内に収めることが，実質的な目標として目指されてきた。
現在に至るまで 30 数年が経過し，その間に多くの医療費適正化政策が実行さ
れてきた。しかし，この間にこの目標が達成されたのは，実際には二度しかな
く，しかもそれぞれ数年間にすぎない。日本の財政状態の悪化が進むにつれ，
財政サイドから提案される医療費適正化の政策は年々厳しさを増しており，厚
生労働省および医療関係団体は，防戦に手いっぱいという印象さえある。
　筆者らが危惧するのは，このような状態で財政危機が現実化した場合の，医
療制度の行方である。医療費適正化政策はかなり広範で強力な政策になりえる
ので，その内容によっては，国民が受けられる医療の給付と負担のあり方も大
きく変わる。そして，それは国民の健康，場合によっては生命にまで影響する
可能性がある。人口減少，少子高齢化が進展する中で，大きな経済成長を制度
設計の前提にできないとした場合に，福祉拡大路線や現行制度の死守を掲げて
も，財政危機時の医療費政策には十分対抗できるとは思えないのである。今求
められているのは，医療制度の中で何が最も重要な部分かを問い直し，守るべ
き医療を守る政策を積極的に提案することではないか。
　本書の目的は，「公的医療保障の本来的な目的（理念）に基づく医療費政策」
を提案することである。しかし，こうあるべきだという議論を，この「はじめ
に」の後にいきなり行うつもりはない。まず，医療費適正化政策を歴史的に振
り返って，なぜ医療費適正化が必要とされているのかを考えよう（第 1 部）。医
療費問題は，もはや個別の保険財政の問題ではなく，日本全体の問題だという
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ことが確認されるはずである。次に，さまざまな政策を打ち出しているにもか
かわらず，なぜ医療費が増大し続けるのかを定量的に分析し（第 2 部），これま
での政策を評価しよう（第 3 部）。数々の審議会で，医療費の増加要因とその対
策について議論しているが，個別の要因が列挙されるだけで，相対的にどの要
因が最も重要かはわかっていないし，過去から現在に至るまでのさまざまな医
療費適正化政策の効果もきちんと測定されているとは言いがたいからである。
　さらに，これらの分析に基づき既存の政策に対する改善案も提示しよう（第

4 部）。しかし，財政危機時には，その改善案をもってしても，医療政策にとっ
て重要な救命医療や低所得者への医療保障は守れない可能性がある。現行制度
を前提とした対症療法的な政策にとどまるためである。だからこそ，より本質
的な政策，すなわち理念に基づき守るべきものに優先順位をつけた医療費政策
が必要であると筆者らは考えている。
　あらかじめ本書の立場を明確にしておこう。
　国家の財政あるいは保険財政の立て直しは必須である。しかし，それだけを
自己目的化して医療費を抑制する政策は，財政政策であって医療政策と呼べる
ものではない。厳しい財政事情があるから医療費適正化を行うのではなく，保
険料や税という形で他者の経済的自由を一定程度制限したうえで公的医療保障
を行っているのだから，医療費にかける財源にはそもそも内在的制約があるの
である。加えて，国の財政事情は危険水域まできているのではないか。限られ
た資源の中で，国民の生命と幸福追求の自由を最大限保障するにはどうしたら
よいのかが真の問題なのであって，現在の国民皆保険をそのまま維持すれば済
むというものではない。国民自らの意思を尊重したうえで，命を救い，自立を
支援するのが公的な医療保障の本来的な目的であり，この理念に沿って医療費
の適正化政策の内容を考え，大胆な改革を行うべきだというのが筆者らの主張
である。

＊　　＊　　＊

　本書の出版にご支援いただいた方々にお礼を申し上げたい。本書の基礎にな
った医療費研究は，一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会医療経済研
究機構の自主研究，慶應義塾大学 ─ 東京大学政策シンクネット，慶應義塾大学
学事振興資金等によって賄われた。一部の内容は厚生労働科学研究「国，都道
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府県の医療費適正化計画の重点対象の発見に関する研究」（2007～2009 年）まで
さかのぼることができる。また，分析モデルについての早稲田大学野口晴子教
授の助言，『季刊社会保障研究』の論文のコメントは有益であった。有斐閣の
渡部一樹氏には，当初の原稿に対し厳しいご指摘をいただいた。本書が読みや
すくなっているとしたら，氏のおかげである。お礼を申し上げたい。
　なお，本書の意見や見解はすべて筆者ら個人のものであって，所属する組織
や資金元の組織のものではないことをお断りしておきたい。

　前著『生命と自由を守る医療政策』同様，本書も複数の著者の合作である。
各章の最後に主たる担当者の名前を記したが，ここでまとめておこう。
　　第 1 章　三谷宗一郎・印南一路
　　第 2 章　古城隆雄・印南一路
　　第 3 章　古城隆雄
　　第 4～6 章　印南一路
　　第 7 章　古谷知之
　　第 8～10 章　古城隆雄・印南一路
　　おわりに　印南一路
　　補論　古谷知之・印南一路
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お わ り に

　日本の国民皆保険は，世界に誇れる素晴らしい制度である。突然の病やケガ
で倒れても，医療費の心配はない。医療費の自己負担は 3 割であるが，実際に
は，高額療養費制度という世帯単位の月額上限が定められているため，実質的
な自己負担率はより低い。原則として，どの医療機関を受診してもよく，また，
公的医療保険の給付範囲は歯科医療をカバーするほど広く（世界的には少数派で

ある），しかも，現物給付なので，窓口で全額払う必要もない。新しい医療技
術の導入にも寛容である。
　しかし，このような医療保険制度のもとでは，医療費の増加へ抑止力が働き
にくく，医療費の使い方に無頓着になり，医療費を負担している者への配慮を
軽視しがちになる。医療費は天からの贈り物（マナ）ではなく，皆の拠出した
保険料と現在および将来世代の税金で賄われているということを忘れてはなら
ない。
　他人の幸福追求の自由（財産権）を制限してまで保障する公的な医療費保障
には，国の財政状態や国民の負担感とは関係なく保障すべき中核的な範囲があ
る一方で，国の財政状態や国民の負担感とバランスを取りながら定めるべき限
界があるはずである。経済の低迷，人口減少，少子高齢化，厳しい財政事情等
を勘案すれば，既得権益を侵害することなく，誰もが喜ぶような政策を立案す
ることはかなり難しい。しかし，厳しい環境下にあるからこそ，医療保障の理
念を見つめ直し，理念に沿って優先的に資源を配分し，国民全体で応分の負担
をするあり方を提示する必要がある。
　筆者らは，前著『生命と自由を守る医療政策』で，「自律」「救命医療」「自
立支援」からなる段階的理念論を提唱した。ここでいう理念とは，何も難しい
ことを言っているのではない。何を目指すのか（目的），何をどのような順番
で重視するのか（価値体系）を表したものである。この理念論を導出する際，
現代正義論の始祖であるジョン・ロールズの「無知のヴェール」を活用した。
現状や制度に関する詳しい知識は持っているが，自分がどの立場にあるか（患

者なのか保険者なのか，医療提供者なのか）はいっさい不明な状態で，どういう制
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度が望ましいかを思考実験的に考える手法（理論装置）である。そこから導か
れたことは，「生命」は幸福追求の前提であり，「自律」により一人ひとりの幸
福追求の内容が定まること，また，一定の身体的，精神的自立も幸福追求の基
礎であることである。これらは，憲法第 13 条によって保障されていると解釈
できよう。
　本書は，この理念を医療費保障に適用したものである。その最大のメッセー
ジは，「医療保障の理念をもとに医療費保障の優先順位を定め，積極的な医療
財源の確保と医療費の使われ方の見直しの双方を行うこと」，つまり「自律に
基づく救命医療の優先性」を費用保障面から確保する必要性を訴えることであ
る。自律に基づく救命医療は優先的に確保されるべきであり，自立医療の範囲
も目的に沿って事前に明確に決める必要がある。そして，このような手立てを
講じておけば，財政危機が迫っても，医療保障上守るべきものは守られること
になる。
　もちろん，理念だけでは十分ではない。実際に政策を考案するには，理念と
ともに，医療費が何によって増加するのかを明らかにした実証分析の知見が欠
かせない。本書では，多くの紙幅を医療費分析に割いた。そこで得られた結論
は，現下の医療費増加の最大の要因は医師数の増加であった。したがって，医
師数に対する何らかの政策が必要であり，導入されれば医療費の増加抑制に一
定の効果はあげるだろう。しかし，同時に明らかになったのは，医療費の増加
抑制に特効薬のようなものはないということであった。病床数や平均在院日数
に関する取り組みも引き続き重要であるが，その効果の出方には都道府県によ
って大きな差がある。国全体で推し進めるべき政策と都道府県の実情に応じて
展開すべき政策があり，両者の有機的な連携が必要である。
　ただ，残念ながら，実証分析に基づく政策や従来の政策の延長上の努力だけ
では，医療保障上重要な部分に重点的に医療費を配分し，医療費全体の使われ
方を見直すという意味での医療費適正化としては不十分である。特に，財政破
綻時には強行されるかもしれない医療費適正化政策を想定すると，守るべきも
のが守れなくなるかもしれないという危惧があった。
　そこで，医療保障の理念に立ち戻り，より本質的な医療費政策を検討した。
すでに何度か強調したように，理念に基づく医療費政策は，財政問題とは無関
係に，推進すべきものである。しかし，財政状況が厳しいときだからこそ，理
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念に基づく医療費政策の重要性がさらに高まることも事実である。
　本書が提案している理念の内容については，賛否両論があるだろう。たとえ
ば，急性期医療を担う関係者には「救命医療」を重視していること，患者団体
や法律関係者には，「自律（自己決定権）」を基盤としていること，経済関係者
には優先順位をつけて資源配分を行うことについては，概ね賛同していただけ
ると期待している。一方で，本人の自律（意志）を最優先する姿勢，自律に基
づけば年齢を問わず救命機会を保障すること，あるいは国民全体の負担を考え
医療財源を傾斜配分し，自己負担の無料化を原則禁止すること等については，
賛同されない方もいるだろう。もちろん，議論が粗い部分があること，これだ
けの提案では十分ではないこと（たとえば，医療提供体制や医学・患者教育につい

てはあまり議論していない）は十分承知している。実務上はさらに詳細な議論が
必要である。
　国民全員が 1 つの理念に合意することは難しいかもしれない。しかし，あえ
て理念に基づく医療費政策を提示したのは，答えとして皆が合意できる理念を
打ち出すということではなく，理念の候補の 1 つを提示することによって議論
を始めるためである。理念を活用すれば，何が最も重要な問題かを明確にし，
現行の制度を統一的に評価することができるようになる。また，理念を明示す
ることで，経済合理的な議論や政治的利害調整の前に，医療保障上最優先して
考えるべきことがあることにも気がつくことができる。理念の必要性や意義は
論を待たない。それは，憲法第 13 条や第 25 条が，非常に抽象的な内容にもか
かわらず，長らく社会保障制度の指針として参考にされていることをみればわ
かるはずである。
　現在のように厳しい状況下では，最終的には国民が選択した医療保障の目的

（理念）に基づいて，医療費の使途と負担のあり方（限界）を決めるほかはない
と思われる。本書が提案する政策案自体には賛同することができなくても，理
念と理念に基づく政策の必要性を評価していただけるならば，本書の重要な目
的の 1 つは達成できたことになる。筆者らは「無知のヴェール」を用いて理念
と理念を実現する政策案を導出したが，同じ「無知のヴェール」を用いて本書
を読まれ，内容を評価していただければ望外の幸せである。筆者らとは異なっ
た理念（目的と価値体系を示したもの）やそれに基づく政策案が提案されれば，
さらに嬉しい。筆者らも自らの理念と政策案を見直す好機になる。対抗案が登
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場することを切に願っている次第である。
［印南一路］
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